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１．職業紹介事業報告書の提出について

２．職業紹介事業報告書の作成について

３．職業紹介の実績がない場合の報告について

４．職業紹介事業運営にかかる留意点について

５．令和７年４月施行改正職業安定法施行規則

について
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本日の説明内容



１．職業紹介事業報告書の提出について
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職業紹介事業報告書
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有料（無料）職業紹介事業を行う事業主は、毎年度、職業紹介事業を行う事業所ごとに事業報告書を作成して、

事業主管轄労働局に提出する必要があります。

職業紹介事業報告書様式（兵庫労働局ＨＰ）
https://jsite.mhlw.go.jp/hyogo-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/hourei_youshikishu/youshikishu/syokai_yoshiki_downloa
d.html

令和７年４月1日（火）から令和７年４月30日（水）までです。

提出期間

報告対象期間は、

令和６年４月1日から令和７年３月31日までです。

報告対象期間

兵庫労働局への提出は、許可番号が
「28-」で始まる事業者です。



職業紹介事業報告書様式（兵庫労働局ＨＰ）
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掲載場所



提出書類について
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必ず提出するもの

職業紹介事業報告書は事業所ごとに作成して、

正本1部・コピー2部の合計３部を必ず提出してください。

職業紹介事業報告書（様式第８号）は、第1面と第２面ですが、

大きく分けて以下のような構成となっています。

◎許可番号、事業所の名称および活動状況（第1面）

◎収入状況や返戻金制度の有無等（第2面）

職業紹介事業報告書（様式第８号）



提出先について
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郵送または持参により提出してください。

◎報告書の控えを返送しますので、必ず必要分の切手を貼付し、返送先を書いた返信

用封筒を同封して提出してください。また提出にあたっては、できる限り簡易書留や

レターパックプラスなどの、対面で届き、かつ受領の際に受領印（署名）を行う方式

でお願いします。

持参の場合

郵送の場合

〒650-0044

神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号 神戸クリスタルタワー14階

兵庫労働局 職業安定部 需給調整事業課 あて

上記所在地の窓口にて、平日８時半から１７時１５分までの間に提出してください。

なお、提出期限の４月末頃は、窓口が大変混み合います。

時間に余裕を持って提出してください。



２．職業紹介事業報告書の作成について
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第1面【１許可番号、２事業所の名称及び所在地、３紹介予定派遣の有無】
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該当しない方を抹消してください。

職業紹介事業を行う「事業所」ごとに作成してください。

紹介予定派遣で実績があった場合は「有」、
なしの場合は「無」を記入してください。

許可番号



第1面【４活動状況（国内）】
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一の求人につき、短時間でも１人が１日を超えない場
合は１人日、２日にまたがる場合は２人日となります。

例：8/1～9/30で募集人数２名の場合
６１日×２人＝１２２人日です。

対象期間：「前々年４月１日～前年３月末日」

無期雇用で就職した者のうち、
就職後６ヶ月以内に離職した者（解雇された者を除く）

の数を記載ください。

常用・臨時・日雇すべての求人
直前の３月末における有効求人
数を計上してください。

直前の３月末にお
ける有効求職数を
計上してください。

一人の求職者について希望業務（区分）が複数ある場合、
求職者の希望する優先順位が高いもの１つに計上してください。

同一者からの複数回申込みが
あった場合はそれぞれ計上し
てください。

紹介予定派遣の人数は内数のため
合計に含めないでください。



第１面および第２面（共通の注意点）
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「取扱業務等の区分について」（第１面、第２面共通）

「取扱業務等の区分」については、厚生労働省職業分類表における中分類（001～099）表記
です。

ただし、「a家政婦（夫）」「bマネキン」「c調理師」「d芸能家」「e配ぜん人」「fモデル」「g医師」
「h保育士」「i特定技能の在留資格にかかる職業紹介」については、厚生労働省職業分類表におけ
る中分類と分離して集計（外数で）してください。
例えば中分類「021」では「歯科医師、獣医師、薬剤師」のみの実績を計上します。

「常用」「臨時」「日雇」の区分について」（第１面、第２面共通）

「常用」・・・４か月以上の期間を定めて雇用される者または期間の定めなく雇用される者
「臨時」・・・１か月以上４か月未満の期間を定めて雇用される者
「日雇」・・・１か月未満の期間を定めて雇用される者



第１面【５活動状況（国外）（相手国別・総計）】
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業務区分ごと、相手国ごとに
記載してください。

国外分については、国内分とは別で計上してください。

単に紹介した人が外国籍の方というだけ
で、記載する欄ではありません。

例えば、「日本在住の外国籍の方を紹

介したので、５欄に計上する」➡×

★国外と海外取次機関の届け出をしてい
る場合に記入ください。

★紹介した方の国籍ではなく、海外にいる求職者を日本に呼び寄せて紹介した場合に限り記載することになります。

技能実習生の実習に関しては、外国人技能実習機構に提出する監理団体としての事業報告書にて報告いただきますので、
労働局に提出する職業紹介事業報告には含めないでください。



第２面【６収入状況（国内・国外）】
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金額は全て千円単位です。

（百円単位は四捨五入）

１件につき上限７１０円
（免税事業者は６６０円）
※上限制のみ記載ください。

届出制手数料の場合は、
この欄に金額を記載してく
ださい。

芸能家、
家政婦（夫）、
配ぜん人、
調理師、
モデル、
マネキン
の職業に限ります。

年収７００万円を超える者に限ります。

手数料は上限制？届出制？
年度をまたぐタイミングの

計上は要注意！！



第２面【７職業紹介の業務に従事する者の数、８返戻金制度、９従業員教育】

14

全業務平均は、それぞれの項目の、縦列（01～99）の金額の単純平均額とすること。

それぞれの項目において、
【計算式】 消費税額を含んだ派遣料金の総額 ÷ 派遣労働者の総労働時間 × ８時間

返戻金制度が「有」の場合は、概要も記載してください。
（制度の内容が分かる資料添付でも可）

職業紹介責任者が、職業紹介事業に従事する従業員に教育・研修を受けさせた
場合に、その内容を記載してください。（外部研修も含みます。）

該当しない方を抹消してください。

法人（団体）の場合、法人（団体）名および代表者名を記入してください。

職業紹介責任者の他、職業紹介の業務
に従事する者全て



３．職業紹介の実績がない場合の報告について
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職業紹介の実績がない場合の報告について(第１面)
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該当しない方を抹消してください。

職業紹介事業を行う「事業所」ごとに作成してください。

紹介予定派遣で実績がない場合は「無」と
記入してください。

許可番号

職業紹介の実績がないとわかるように
「実績なし」と記入してください。

実績なし

（下）省略



職業紹介の実績がない場合の報告について(第２面)
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返戻金制度が「有」の場合は、概要も記載してください。
（制度の内容が分かる資料添付でも可）

職業紹介責任者が、職業紹介事業に従事する従業員に教育・研修を受けさせた
場合に、その内容を記載してください。（外部研修も含みます。）

該当しない方を抹消してください。

法人（団体）の場合、法人（団体）名および代表者名を記入してください。

職業紹介責任者の他、職業紹介の業務
に従事する者全て

（上）省略

前回の報告対象期間に実績があり、その手数料を今回の対象期間中に受領した場合、６欄収入状況の記載が必要です。



４．職業紹介事業運営にかかる留意点について
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最近の職業安定法及び関係法令等主な改正内容について

19

・平成３０年１月施行

○厚生労働省の運営する人材サービス総合サイトにおいて、職業紹介の実績に関する事項の情報提供を行うことが義務付けられました。

・令和２年３月施行

○⼀定の労働関係法令違反のある求⼈者からの求⼈の申し込みなどを受理しないことが可能となりました。

・令和３年４月１日施行

○ 「就職お祝い金」などの名目で求職者に金銭等を提供して求職の申し込みの勧奨を行うことを禁止しました。

・令和４年４月１日施行

○ 求人の申込みを受理しないことができる場合が追加されました。

・ 妊娠又は出産等についての申出をしたことを理由とした不利益取扱いを禁止する規定に違反し、公表等の措置が講じられて６ヶ月を経過していない求人者

・令和４年10 月１日施行

○ 求人の申込みを受理しないことができる場合が追加されました。

・ 出生時育児休業の申出を事業主が拒むことができない規定等に違反し、公表等の措置が講じられて６ヶ月を経過していない求人者

○ 求人等に関する情報の的確な表示に関する義務が課されることとなりました。

・ 求人に関する情報や求職者に関する情報、職業紹介事業の事業実績に関する情報を提供する際、虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはなり

ません。

・ 求人に関する情報や求職者に関する情報について、掲載の中止や内容の訂正の依頼があった場合には遅滞なく対応しなければなりません。

・ 求人に関する情報や求職者に関する情報について、①定期的に求人者や求職者に最新かどうか確認する、又は②情報の時点を明示する、いずれかの

措置を講じなければなりません。

○ 求職者等の個人情報を利用するにあたって、業務の目的の達成に必要な範囲内で、当該目的を明らかにして利用しなければならないこ

とになりました。

・令和６年４ 月１日施行

○ 募集する労働者の労働条件の他に、新たに従事すべき業務の変更の範囲などの事項についても明示することが必要となりました。

・令和７年４ 月１日施行

○常用就職の実績が多い上位５種類について、紹介手数料率の実績を公開する義務が課されることとなりました。

○求人者に対する違約金規程を設けている場合には、規約の明示に関する義務が課されることとなりました。



人材サービス総合サイトへの情報提供
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２０１８年の法改正より
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人材サービス総合サイト 検索

👆



的確な表示
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的確な表示
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的確な表示
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求人不受理について
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２０２０年の法改正より
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労働条件の明示について
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２０２４年の法改正より
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管理関係について
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求人管理簿
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イ 求人求職管理簿

(ｲ) 求人に関する事項

① 求人者の氏名又は名称
② 求人者の所在地
③ 求人に係る連絡先
④ 求人受付年月日
⑤ 求人の有効期間
⑥ 求人数
⑦ 求人に係る職種
⑧ 求人に係る就業場所 当該求人により雇い入れようとする労働者が業務に従事する場所を記載すること。
⑨ 求人に係る雇用期間当該求人により雇い入れようとする労働者の雇用期間を記載すること。
⑩ 求人に係る賃金当該求人により雇い入れようとする労働者の賃金を記載すること。
⑪ 職業紹介の取扱状況

当該求人に求職者をあっせんした場合は、職業紹介を行った時期、求職者の氏名、採用・不採用の別を記載すること
とし、採用された場合は採用年月日、期間の 定めのない労働契約を締結した者（以下「無期雇用就職者」という。）で
ある場合 はその旨、転職勧奨が禁止される期間（採用年月日から、採用年月日の２年後の応 当日の前日までの間）及び
無期雇用就職者の離職状況も記載すること。 無期雇用就職者の離職状況については、以下の(a)又は(b)のいずれかにつ
いて 記載すること。 (a) ６箇月以内に離職（解雇を除く。）したか否か又は離職状況の確認のため の調査により離職状
況が判明しなかった場合にはその旨、並びに調査を行った日及び調査方法 (b) ６箇月以内の離職により返戻金制度に基
づき返金が行われたか否か なお、求人者、求職者とのトラブル防止の観点から、採用・不採用に至るまでの 経緯を記載
することは差し支えない。



求職管理簿
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(ﾛ) 求職に関する事項

① 求職者の氏名

② 求職者の住所

③ 求職者の生年月日

④ 求職者の希望職種

⑤ 求職受付年月日

⑥ 求職の有効期間

⑦ 職業紹介の取扱状況

当該求職者に求人をあっせんした場合は、職業紹介を行った時期、求人者の氏名又は名称（当該求人者

からの求人が複数ある場合は、求人が特定できるようにしておくこと。）、採用・不採用の別を記載す

ることとし、採用された場合は採用年月日、無期雇用就職者である場合はその旨、転職勧奨が禁止され

る期間（採用年月日から、採用年月日の２年後の応当日の前日までの間）及び無期雇用就職者の離職状

況も記載すること。無期雇用就職者の離職状況については、以下の(a)又は(b)のいずれかについて記載

すること。 (a) ６箇月以内に離職（解雇を除く。）したか否か又は離職状況の確認のため の調査により

離職状況が判明しなかった場合にはその旨、並びに調査を行った日及び調査方法 (b) ６箇月以内の離職

により返戻金制度に基づき返金が行われたか否かなお、求人者、求職者とのトラブル防止の観点から、

採用・不採用に至るまでの経緯を記載することは差し支えない。



手数料表
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ロ 手数料管理簿

① 手数料を支払う者の氏名又は名称

② 徴収年月日

③ 手数料の種類

④ 手数料の額

⑤ 手数料の算出の根拠

手数料の算出根拠となった賃金、割合等をわかるように記載すること。 なお、書面によらず電磁的記録により帳簿書類

の作成を行う場合は、電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク、ＣＤ－ＲＯＭその他これら

に準ずる方 法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」とい う。）をもって調

製する方法により作成を行わなければならない。 また、書面によらず電磁的記録により帳簿書類の備付けを行う場合は、

次のいずれかの 方法によって行った上で、必要に応じ電磁的記録に記録された事項を出力することにより、 直ちに明瞭

かつ整然とした形式で使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面 を作成できるようにしなければならない。

イ 作成された電磁的記録を電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をも って調製するファイルにより保存

する方法 ロ 書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により 読み取ってできた電

磁的記録を電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等 をもって調製するファイルにより保存する方法



５．令和７年４月施行改正職業安定法施行規則

について
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２０２５年の法改正より
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人材サービス総合サイトの入力

35

情報登録年度
就職者※１

平成31年度

令和02年度

令和03年度

令和04年度

令和05年度

令和06年度

４ヵ月以上有期
及び無期(人)

４ヵ月以上有期及び
無期うち無期(人)

４ヵ月未満有期
(人日)

離職者数
(無期雇用のうち就
職後6ヶ月以内)

離職が判明せず
(無期雇用のうち就
職後6ヶ月以内)

以下の項目(色がついた項目)について入力してください。なお、入力しない項目は空欄としてください。(事業を実施しており、かつ実績が｢0｣の場合{0}を入力してください)

職業紹介事業の運営「法第32条の16 第3講に関する事項（情報提供）」

事業報告書第１面
４活動報告（国内）

③就職欄
＋

７活動報告（国外）
⑦就職欄

令和５年度の離職の状況欄の人数と今回作成した事業報告書の離職状況の人数は同じ数字になります。



人材サービス総合サイトの入力
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職業紹介事業の運営「法第32条の16 第3講に関する事項（情報提供）その②」

常用就職の実績が多い上位5職種について入力してください。なお、常用就職の実績が10件以下の場合は入力の必要はありません。

取扱業務の職種 職業分類一覧 手数料実績率・額

令和06年度

令和06年度

令和06年度

令和06年度

令和06年度



２０２５年の法改正より
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Q&A

38

・Q.１求人者に対して利用規約等を書面で見せるだけでは明示として不十分でしょうか。また、ホーム

ページに掲載することで明示することになりますか。

A.利用規約等について求人者に対して見せた文面と同じものを、契約締結後に求人者が確認できる必要

があります。求人者の手元に規約等が残るなど再読できる状態にあることが重要です。例えば、職業紹

介事業者が求人者に対し、①単にホームページの該当箇所を教示する、②ホームページ上で規約自体を

スクロールで確認させ、同意ボタンを押させる、といった方法のみでは、求人者が同一文面を再読でき

ない可能性があり、後々のトラブルの原因となるおそれがあることから、適切な方法で明示していると

はいえません。違約金等について、対面での説明の場合は、分かりやすく明瞭かつ正確に記載した書面

を手交し、非対面での説明の場合は、同様の書面を郵送又は電子メールで送付するといった手法を基本

とします。それ以外の手法であってもこれと同等の効果をもたらすものといえる手法を用いて行ってく

ださい。

・Q. ２「違約金」とは具体的に何を指すのでしょうか。

A. 「違約金」といった名称はあくまで例示であり、事業の利用に関連して求人者が負担する金銭につい

てはあらかじめ誤解が生じないよう全て明示してください。

・Q.３ 明示対象となる金銭の具体的な金額があらかじめ定まっていない場合には、どのように示せば

いいでしょうか。

A.算定方法等を示すことにより、求人者が想定していない請求を受けることがないよう分かりやすく明

示願います。



追加される明示事項
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明示事項の記載例 手数料表などの情報提供
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ご清聴ありがとうございました。

Zoomから退室後に簡単なアンケートがありますので、

ご協力をお願いいたします。

それでは、このままZoomからの退室をお願いします。
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